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積雪寒冷地では 歩道を含む道路の雪対策として 幾つかの種類のロ ドヒ ティングが行われてい
るが 運用に際してはランニングコストが安くともイニシャルコストが高い またはその逆といった財政的
な要因があるため 広く普及していないのが現状である 本研究では 温泉排水を利用することを前提に
安価な金属パイプに液化ガスを封入した簡易なハイブリッド型ヒ ティング装置を製作し 室内での昇温実
験および融雪実験を行った その結果 封入する液化ガスとして代替フロン および液化石油ガ
ス の 種類について検討したところ の昇温効果が優れていたこと 金属パイプを蛇行さ
せることでパイプ温度が距離によらず均一になったこと 舗装体内に埋設するにあたっては 加熱部は放熱
部よりも下方に位置し 放熱部は 以上の勾配を持たせて設置させる必要があること 熱源に温水を用いる
ことでロ ドヒ ティングに必要な融雪熱量が得られることがわかった
ロ ドヒ ティング 融雪 金属パイプ 液化ガス 温泉 排水利用
また ロ ドヒ ティングとは アスファルト混合物やコ
ンクリ トといった舗装表層内に温水パイプや電熱シ ト
北海道 東北地方 北陸地方などの積雪寒冷地域では などの発熱体を埋設し 道路表面の雪や氷を融かす施設の
積雪時における歩行者の安全確保 車道利用者の走行安全 ことで 熱源として灯油や電気等が利用されている この
性および物資流通機能の確保のため 毎年雪対策に多大の うち 温水パイプによるロ ドヒ ティングは ボイラ
費用が投じられている 特に平成 年にスパイクタイヤの で加熱した不凍液を循環させて融雪するものであるため
使用が禁止され スタッドレスタイヤが主として使用され ボイラ の設置場所を確保しなければならないという欠点
るに至り アイスバ ン状態の路面での車両の制動性能を がある これに対し 電熱シ トは融雪効果にムラは無く
確保するために 冬期における道路環境整備が求められる ボイラ 等の占有設備は不要であるものの ランニングコ
ようになってきた 従来 冬期間の交通確保は機械力によ ストが高くなるといった欠点がある
る除排雪が中心的な役割をはたしてきたが 短期間の集中 一方 近年では地熱や温泉水などの自然熱源を利用する
的な降雪に完全に対応することは 人員 資材 交通事情 ロ ドヒ ティングに関する研究も幾つか行われている
排雪場所の確保等の点から極めて困難になってきている その中でも 宇宙用に開発されたヒ トパイプを利用した
また 年の 高齢者 障害者等の移動等の円滑化の促 ロ ドヒ ティングは ランニングコスト 耐久性の面で
進に関する法律 いわゆるバリアフリ 新法の制定に伴 優れており 長野県松本市を起点として岐阜県高山市に至
い 積雪寒冷地域において歩道や立体横断施設を新設する る中部縦貫自動車道のロ ドヒ ティングシステム とし
際に 高齢者や障害者等安全かつ円滑な通行に支障を来す て採用されている ヒ トパイプは 直線状の金属管の内
おそれのある場合には 融雪施設等の防雪施設の設置が義 面に毛管作用を有する特殊な材料を貼り付けたもので 金
務づけられるようになった このため 恒常的な雪対策が 属管内に封入したアンモニア等の作動液が 加熱部 パイ
望まれるようになり 道路幅員が狭く除雪した雪を道路脇 プの一端 で蒸発し 非加熱部で放熱 凝縮するとともに
に置けないような箇所には 消雪パイプやロ ドヒ ティ 毛管作用によって加熱部に環流することで熱循環を行うも
ング等の融雪装置が設置されるようになってきている のである しかし ヒ トパイプ自体が高価なものである
消雪パイプは 一定間隔で設けられた通水口から地下水 ため イニシャルコスト は消雪パイプの 倍 温水パイ
を路面に流し 融雪する装置のことで 北陸地方等の豪雪 プの 倍と割高になってしまう
地帯の市街地で多く見られるが 積雪期において大量の地 このように ロ ドヒ ティングシステムは ランニン
下水を揚水するため 図 に示すように 地域によっては グコストは安くともイニシャルコストが高い またはその
地下水の揚水に伴う地盤沈下が深刻な問題となっている 逆といった財政的な要因があるため 広く普及していない
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プ状のもの 図 の蛇行状のものがこれに相当し 直
線状の図 は比較対象として準備したものである 本
研究では をル プ管 を蛇行管 を単管と
呼び それぞれの管の加工形状を区別することとした こ
こで 図 はガスの環流が期待される最も単純なパ
のが現状である タ ンで はガスが環流するまでに複数回の加熱 放
本研究で作製したヒ ティング装置は 銅製パイプに作 熱過程を繰返すことで ガスの環流を促進することを期待
動液としての液化ガスを封入したもので パイプ内に封入 したものである
したガスを媒体として ヒ トパイプのように一端を加熱 実験を行うにあたって 図 に示すように加熱部に外径
することでパイプ全体が暖まることを期待したものであ 肉厚 の塩ビパイプを取り付け 恒温水槽か
る このヒ ティング装置では 熱源に温泉排水の利用を ら供給される の温水を小型循環ポンプで強制的に循
想定しており 温水パイプ方式のように耐久性がある金属 環させることで加熱温度を一定に保つこととした この加
管を使用し 電熱シ ト方式のようにボイラ 等の占有設 熱方法は 前述したように 道路脇の側溝に流される温泉
備の確保が不要であること すなわちランニングコストが 排水を利用したヒ ティングを想定して考案したもので
安く 温水パイプ方式のように耐久性が高いだけでなく電 昇温効果を把握するために図 に示したように加熱部下端
熱シ ト方式のように設置条件が柔軟であるという利点を から長軸方向に の位置に 熱電対を金属用接
組み合わせたヒ ティング装置であることから これをハ 着剤で貼り付け パイプ表面の温度変化を測定した また
イブリッド型ヒ ティング装置と名付けることとした 本 昇温実験は室温を に調整した恒温室内で行った な
研究では 当該ヒ ティング装置の昇温実験を実施してパ お 温度計測にはデ タロガ 共和電業 を
イプの加工形状および封入するガスの種類を検討した そ 使用し 傾斜角度の検討では 秒おき ガスの種類の検討
して コンクリ ト版内に当該装置を埋設し 室内での融 では 秒おきの温度デ タを計測した
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埋設して行う室内融雪実験を視野に入れ 温水パイプや 令によると排水勾配は 程度であり 傾斜角度
ヒ トパイプの一般的な 程度の埋設間隔よりも狭 のときが排水勾配の平均値に相当し は比較対
い とした これは 融雪実験は室内で行うため平板 象となる
の設置スペ スに制約があり 融雪実験時の融雪量をより
正確に把握するために平板上の雪が均一に溶けるよう考慮
したためである 既往の研究 によると 熱源の埋設深さ 図 に傾斜角度を変化させた場合の昇温効果測定結
と埋設間隔が等しいときに路面において均等な熱流束が得 果を示す 図 は代替フロン を用いた場合
られるとの解析デ タが示されている 融雪実験では パ 図 は液化石油ガス を用いた場合の結果を示してい
イプの埋設位置を に予定していたことから ガス管 る また 両図における測定結果は 蛇行管によるもので
の間隔を とした 蛇行管については を目途に 加熱部下端から 最遠部 での測定値を示している
曲げ加工を行ったが結果として 程度で 幅が これらの結果からわかるように い
となった ずれの場合においても ヒ トパイプと同様に 放熱部は
蛇行管のル プ数については 長軸方向の長さが 加熱部よりも高い位置になければヒ ティング装置として
の ル プの蛇行管を用いた予備実験によって 図 に示 の性能が発揮できないことがわかる これは 加熱部の温
すとおり受熱ル プ数と昇温効果の関係について検討を 度にも依存するが ガスの膨張 凝縮に起因する圧力変化
行った その結果 蛇行管全体の長さに対する受熱部の長 によってガスが自ら環流するのではなく 膨張 凝縮によ
さの割合が 図 の ル プ 以上で放熱部 ヒ る密度変化と重力の影響 圧力変化の相互作用によってガ
ティング部 の温度がほぼ同じになることがわかった こ スが環流していることを示しているものと思われる ま
れを長軸方向の長さを にした場合には ル プ た 同図より では では よりも角
で銅管の総延長が約 に対して加熱部の長さが 度を大きくしなければ昇温効果が得られないことがわか
程度となり 総延長に対する受熱部の長さが とに る このことは 本実験で用いたヒ ティング装置で
なったことから 本実験のル プ数を とした また を用いたものは道路の横断勾配と平行に設置
ル プ管でも管長 に対して受熱部が 程度 すれば昇温効果が得られることを示唆しており を
で 受熱部の長さは蛇行管と同様に総延長の と 封入したものは横断勾配程度の傾斜では十分な昇温効果が
なっている これに対して単管での割合は と小さい 得られない可能性があることがわかった
これは 単管は受熱部を同程度にしてもル プ管と蛇行管 次に 図 よりガスの種類による影響について検討す
に比べてガスの環流が期待できず 単なる比較対象として る 勾配の条件を整えるため での結果 凡例 に注目
捉えたためである すると では加熱開始から 分で一定温度
封入したガスは エアコンや冷凍機の冷媒として広く用 に達し その値は 程度であることがわかる これに対
いられているため入手しやすく 分子中に塩素を含まずオ し では加熱開始から 分程度では温度上昇は見ら
ゾン層を破壊しないと言われている代替フロン ハ れないが その後温度上昇が始まってから 分程度 加
イドロフルオロカ ボン およびガスライタ に 熱開始から 分後には一定温度に達し その値は
使用されている液化石油ガス プロパン ブタ 程度となった と の熱的特性は明確では
ン を用いた また ガスを封入するにあたっては ないことから これら 種類のガスによる温度上昇特性の
冷凍機の冷媒封入方法にしたがい 真空ポンプで管内を真 違いの原因は明らかにはできないが 図 の結果より
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あるものと考えられる 一方 蛇行管は図 に示すように






かった ただし ガス管の間隔は 熱源の埋設位置から最
図 にパイプの加工形状による昇温効果の相違を示す も遠い位置 舗装表面 での熱量が融雪に必要な熱量を上
図 は前項の検討において良好な成績が得られた 回るよう決定されるため フィ ルド実験を行う際には
を用いた結果を示している なお 実験時の傾斜角度 ル プ管の間隔も含めて検討を行う必要があると考えられ
は で 図中の凡例は単管 ル プ管 蛇行管での加熱部 る
下端から の温度の推移を示している この結
果より 蛇行管での温度計測結果は加熱部からの位置によ 以上の結果をまとめると 本研究で作製したヒ ティン
らず同じ温度を示しているのに対し ル プ管 単管では グ装置のうち 最も昇温効果が高かったものは 図
加熱部から遠ざかるほど温度が低下していることがわか に示す蛇行管タイプで 代替フロン を液化さ
る せて封入したものであった そのため 本論文ではこれを
単管は ヒ トパイプのようにウィックを装着したもの ハイブリッド型ヒ ティング装置と位置づけることとす
ではないため ヒ トパイプのような伝熱性能を有してい る ただし は温暖化係数が高いために温暖
ないであろうことは予想されたが 膨張 凝縮による密度 化ガス規制対象となっている現状に鑑みると 今後は管径
変化と重力の影響によってガスが環流することを期待した やガスの封入圧を調整することで液化石油ガス やそ
ル プ管は単管と同程度の結果であった これは 図 に の他のガスを用いた場合についても検討を行う必要がある
示すようにル プ管の左右のパイプの間隔は と狭い ものと考えられる
ため 温水によって左右のパイプが同時に 同じ温度に加 また 路面融雪のためにハイブリッド型ヒ ティング装
熱され ガスが平衡状態になったことが原因であると考え 置を路面と平行に舗装体内に埋設するにあたっては 図
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融雪実験で使用したモルタル平板の寸法は 図 に示 熱伝導率や比熱といった材料固有の値は 最終的に熱拡散
すように幅 長さ 厚さ で 被り厚さ 率に集約される そのため 本実験では 図 に示すよう
でヒ ティング装置を埋設したものである 平板に使 に円筒供試体にハロゲンランプ 日立
用したモルタルは 市販のプレミックスモルタル 最大光度 を照射して得られた供試体内
袋 内田商事製 で 推奨されていた標準加水量 部の温度測定結果と式 による解析結果を比較し 最も
にしたがって加水した そして モルタルを打設する 良く一致するときの熱拡散率を求めることとした 測定に
際に 図 に示す位置に 熱電対を設置し 実験時に平 あたっては 図 に示すように 円筒供試体は上面を除い
板内部と表面の温度を測定できるようにした また 同時 て全て断熱材 発砲スチロ ル 最小厚 で覆い 一
にモルタルの熱拡散率を測定するために 円筒供試体 直 次元方向のみに熱が伝導するようにした
径 高さ を作製し 供試体中心軸に沿って上
面から の位置に 熱電対を埋設した なお 平 モルタル平板は 水中養生後に昇温実験と同様に温水に
板 円筒供試体ともに 打設後 時間で脱型し 週間の よる加熱を行うために 図 に示したように 加熱部に外
水中養生を行った また 温度計測にはデ タロガ 共 径 肉厚 の塩ビパイプを取り付けた また
和電業 を使用し 照射実験では 分おき 実験中にヒ ティング装置以外からの熱伝導を抑制するた
融雪実験では 分おきに温度デ タを計測した なお 融 め 平板の上面以外を厚さ の断熱材 発泡スチロ
雪実験時には 気温もあわせて測定した ル で覆った さらに モルタル平板の傾斜角度は昇温実
験結果の最低値である とした
融雪実験で用いる平板は プレミックスモルタルを用い 室内において自然状態に近い雪を作り出すことは難し
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お 積雪層厚を一定にするために 側部の断熱材を平板上 ここに 計測点 の時刻 における温度
面から約 の高さまで立ち上げ これに沿って余分な 熱拡散率
雪を削り取ることとした また 平板での積雪深の変化は 節点間隔
温度測定にあわせてステンレススケ ルを用いて測定し 計測時間間隔
た 測定位置は図 に示す カ所で 断熱材沿いの測点以 具体的には 実験条件より であ
外では断熱材天端に糸を張って積雪深を測定し カ所の り 供試体上面から の点を の点を
平均値を積雪深とした なお 融雪水は塩ビパイプ側の断 の点を とし 現在時刻を とすると 式 にお
熱材側壁の両端に穴を空けて排水した いて未知となるのは熱拡散率 のみとなる しかし 単純
本実験は 年の 月に温度調節されていない 暖 に を逆算すると 定常状態に近づくにつれて は に収
房設備の無い 実験室内にて実施した しかし 冬季とい 束していくことになる そこで に適当な値を与えて
えども気温によって積雪表面から融雪が進行することが十 前の と現在時刻の を既知として
分に予想された そこで 融雪実験において観測された融 を逆算し 供試体中央部での実測値と比較すること
雪深から気温によるものを差し引き ヒ ティングによる とした このとき 計算値と実測値の誤差を検定するため
融雪深を求めるために モルタル平板の脇に断熱材の箱を に 式 に示す二乗平均平方根 を用いた 解析に
置き 融雪実験と同様に気温による融雪量を測定した 積 あたっては 熱拡散率を まで
雪層厚 積雪密度および設置傾斜角度は融雪実験と同じと 間隔で変化させ が 未満になった
し 融雪水は断熱材側壁に穴を空けて排水した ときの熱拡散率を求めた の閾値は 舗装の弾性係
前述したように 本研究では温泉排水の利用を想定して 数の逆解析に用いられている値 を採用した
いるため 融雪実験を行うに当たっては実際の温泉排水温
度にあわせて熱源 温水 温度を設定する必要がある そ
ここに 二乗平均平方根こで 年度の冬 春に新潟県妙高市役所の協力を得て
デ タ数同市赤倉地区の温泉排水 建物外に排出されたもの の温
温度の実測値度を測定した これを図 に示す
温度の解析値図 からわかるように 温泉排水は気温に関わらず
その結果 のときに がの範囲で安定しており 比較的暖かい状態で排出さ
となり 実測値と解析値が良く一致していた 土木学会れていることがわかった このことより 実験時の熱源温
舗装標準仕方書 によると コンクリ ト舗装に用いられ度は最高で とし これより低い温度として 温泉排水




結果は舗装用コンクリ トに埋設した場合を再現し得るも図 は 円筒供試体内の温度の時系列変化を示してい
のと考えられるる 本実験では 図 の結果と式 を中央差分化した式
を用いた解析結果とを比較し 実験結果と最も良く一致
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を示す 図中において示されている記号は 平板中央部で 雪温度
の測定結果で 実線は気温による融雪を差し引いた積雪深 降雪強度 は 今回の融雪実験では実験開始時の積雪深
の時系列変化 破線は気温の時系列変化である これらの を融雪時間で除した値に相当し 雪の密度 雪の比熱
図より 加熱過程で平板内の温度が一旦低下し その後急 融解潜熱 および雪温度 は 図 図 では同
激に上昇していた 温度が一定値を示したり低下したりし じである また 平板表面温度 を融雪時間内の平均値と
た原因としては 熱源からの熱が融雪時の潜熱あるいは断 すると のとき のとき のとき
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本研究では ロ ドヒ ティングへの温泉排水の利用を
前提とし 金属パイプに液化ガスを封入した簡易なヒ
ティング装置 ハイブリッド型ヒ ティング装置 を作製
するとともに 室内での昇温実験および融雪実験を実施し
量は降雪強度に比例することがわかる これは 今回の融 た 本研究で得られた知見をまとめると以下の通りであ
雪実験のように実験開始時の積雪深が一定の場合には 融 る
雪熱量が大きいほど融雪時間が短くなることを示してい 単管 ル プ管 蛇行管の 種類のパイプの加工形
る 状について検討を行ったところ 単管 ル プ管で
したがって 上述したように融雪熱量は熱源温度に伴っ は昇温効果が得られなかったが 蛇行管では温度が
て増加し 融雪時間は融雪熱量の増加に伴い短縮すること 熱源からの距離によらず均一になった また 封入
から 図 の結果は 今回の融雪実験結果が妥当なもので する液化ガスとして 代替フロン およ
あることを示していると言える び液化石油ガス の 種類について検討したと
次に 式 を用いて各熱源温度での融雪に費やした熱 ころ の方が昇温効果が良好であった
量を求めた 解析条件を表 に示す ハイブリッド型ヒ ティング装置を舗装体内に埋設
ロ ドヒ ティングの設計では および は氷と雪 するにあたっては 加熱部は放熱部よりも下方に位
で同じ値が使われている ため 設計用値をそのまま用 置し 放熱部は 以上の勾配を持たせて設置させる
いることとし は実験時の測定値を用いた また 必要があることがわかった
の積雪深では をうまく計ることができなかったた 融雪実験では 実際の温泉排水温度を考慮して熱源
め と同様に設計用値を用いることとした 温度を設定するとともに ハイブリッド型ヒ ティ
ロ ドヒ ティングの必要熱量を求める場合には 融雪 ング装置をコンクリ トと同等の熱的特性を有する
熱量を多め 安全側 に見積もるために 通常 は と モルタル平板内に設置して融雪特性の検討を行っ
されている しかし ここでは必要熱量ではなく 融雪に た その結果 温泉排水を利用することでロ ド
費やした熱量を求めることから 融雪時間内の平均値を ヒ ティングに必要な融雪熱量が得られることがわ
として用いた かった
解析結果を図 に示す フ リエの法則に示されるよ 以上のことから 本研究で開発したハイブリッド型ヒ
うに 融雪熱量と熱源温度は比例関係にあることがわか ティング装置はロ ドヒ ティングに利用可能であること
る また 既往の文献より必要融雪熱量を調べたところ がわかった しかし 本研究は室内レベルでの検討のみを
盛岡市 では 札幌市 では 中部縦 行ったものであるため 今後はフィ ルド実験を実施し
貫自動車道 では となっていた これは 降雪 パイプの間隔が融雪特性に及ぼす影響等を検討する必要が
強度が異なるためで ロ ドヒ ティングの必要熱量は地 あると言える
域によって異なるものと言える 本実験で温泉排水温度を
調査した妙高市赤倉地区は 地形や気候が中部縦貫自動車 本研究を実施するにあたり 妙高市役所斉藤 誠
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: Some kinds of road heating systems are applied as one of the snow disaster-counter-
measures for roads including side-walks in snowy areas. However, the road heating system is not used
widely because of the initial cost. The running cost is low but the initial cost is very high. In this
study, on the assumption that the drainage water from hot spring is applicable for road heating, a
simple hybrid heating device with metal pipes in which liqueﬁed gas was infused was developed, and
the temperature rising test and the snow melting test using the hybrid heating device were carried out
in a laboratory. As a result, it was conﬁrmed that the heating device developed in this study had
enough snow melting ability for road heating.
: Road heating, Snowmelt, Metal pipe, Liqueﬁed gas, Hot spring, Drainage water utilization
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